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要旨 
「看護と助産のグローバル戦略の方向性（以下、「戦略の方向性」とする）2021–2025」は、エビデンスに基づく実践
と、相互に関連する一連の優先的な政策を提示するものである。各国は、これを参考にすることで、ユニバーサル・ヘ
ルス・カバレッジ（UHC）などの目標達成に向け、看護師・助産師の貢献を最大化できる。

この「戦略の方向性」は、政策の重点分野である「教育」、「雇用」、「リーダーシップ」、「サービス提供」という4つで
構成されている。各分野には、5年間の目標を明確にした戦略の方向性があり、2～4つの優先的な政策が含まれてい
る。これらの優先的な政策の実行・維持により、次の4つの戦略の方向性を実現できる。

1. 人々の健康ニーズに対応可能なコンピテンシーを備えた、十分な人数の看護師・助産師を養成する。

2. 最も必要とされる場所で雇用を創出し、国際的な移動や移住を倫理的に管理し、看護師・助産師を採用・定着さ
せる。

3. 保健システムやアカデミックな場全般にわたって、看護師・助産師のリーダーシップを強化する。

4. 看護師・助産師が、サービス提供の場で安全に最大限に貢献できるよう、支援・尊重・保護され、やりがいを感じ、
必要な資機材も手にしているようにする。

一連の優先的な政策は、保健人材の労働市場の視点に基づいて説明している。この視点により、保健サービス提供に
おける人材の過不足、地域偏在、看護師・助産師が最大限に貢献できない要因を、包括的に理解できる。

この「戦略の方向性」の実施の際は、正確なデータとその分析、多部門間の政策対話、エビデンスに基づく適切な行動
と投資の意思決定に根差した、包括的なプロセスを経ることが重要である。モニタリングと説明責任の枠組みは、デー
タ・政策対話・意思決定という一連の流れを包含し、WHO加盟国の既存の報告メカニズムを活用する。

この「戦略の方向性」の主な対象者は、保健人材に関する計画および政策立案者のほか、教育機関、官民の雇用者、職
能団体、労働組合、二国間および多国間の開発パートナー、国際機関、市民社会である。

この「戦略の方向性」の目的は、各国の看護師・助産師が、以下のような共通の目標に向けて最大限、貢献できるよう
にすることである。

• UHCのためのプライマリー・ヘルスケアと新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行への対応

• 気候変動による健康被害の軽減

• 国際的な移動・移住の管理

• へき地・遠隔地・小島嶼開発途上国における保健医療サービスへのアクセスの確保

「看護師」「助産師」という用語は、それぞれ2008年の国際標準職業分類（14）に記載されている別個の職業グルー
プを指している。WHOは、看護師と助産師の職業上の区別と業務範囲を認識し、この「戦略の方向性」では、２つの職
種に影響を与える優先課題と共通の政策に焦点を当てている。医療従事者の業務効率を高め、質の高い保健医療サー
ビスへのアクセスを向上させるために、看護師・助産師の貢献を最大限引き出すには、状況や職種に応じた対応が必要
である。 

v要旨



The coronavirus disease (COVID-19) 
pandemic reinforced the universal need to 

protect and invest in all 
occupations engaged in 

a preparedness and 
response capacity,

in public health functions, and in the 
delivery of essential health services. 
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新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の
パンデミックによって、国際社会は、

備えと対応・公衆衛生・
必須の保健医療サービス提供に

従事する、すべての
エッセンシャルワーカーの保護と

彼らへの投資 
の必要性を認識した。



1. 国連（UN）の「持続可能な開発のための
2030 アジェンダ」とその17の「持続可能な
開発目標（SDGs）」では、保健、教育、ジ
ェンダー平等、ディーセント・ワーク（働き
がいのある人間らしい仕事）、包括的な成長
などの明確な目標が設定されている（1）。世
界保健機関（WHO）は、ユニバーサル・ヘ
ルス・カバレッジ（UHC）の概念に根ざした
SDGs の目標 3 でグローバルなリーダーシッ
プを発揮し、WHO 加盟国が UHC やその他
の保健目標の達成に向けて医療従事者を最
適化できるよう、支援を行っている（2）。

2. WHO は、国連による「女性、子ども・青少
年の健康のための世界戦略（2016–2030）」

（3）の策定を支援した。2016 年、加盟国は
「保健人材に関する世界戦略：労働力 2030」
（4）を採択し、保健関連の SDGs を達成す
るために必要な医療従事者数と比較して、
2030 年までに約 1,800 万人の医療従事者
が不足する可能性があることを指摘した。世
界戦略の政策オプションは、SDGs のターゲ
ット 3.c に沿ったものであり、UHC を達成
するために、保健財政と医療従事者の採用、
能力開発、研修、定着を大幅に拡大させる
ことを目指している。しかし多くの国では、
医療従事者に対する国民のニーズと、社会

的・経済的な需要や、必要な医療従事者を
生み出すための技術的・財政的リソースが、
一致していない。

3. 国連事務総長は、国や世界レベルでの保健
人材の労働市場におけるミスマッチと、多部
門間の対応の必要性を認識し、「保健医療部
門の雇用と経済成長に関する国連ハイレベル
委員会」を立ち上げた（5）。委員会は、保
健・社会分野における教育への投資と雇用
創出が、女性と若者の経済的エンパワメント
を含む包括的な経済成長を促進し得ること
を明らかにした（保健分野の雇用の約 70％
を女性が占めている）。また、委員会は、保
健・社会分野で少なくとも 4,000 万人の新
規雇用を創出し、1,800 万人の医療従事者
の不足を解消することを提言した。

4. 2020 年を「国際看護師・助産師年」（6）と定
めたことは、看護師・助産師の労働力に関す
る世界保健総会の決議および決定の実施を
加速させる絶好の機会となった。この年は、
他に類を見ない啓発活動とデータ報告が行わ
れ、初の「世界の看護」報告書（7）と第 3 回

「世界の助産」報告書（8）の作成に貢献した。
WHO は各国に、この勢いを利用して、両報
告書や「国別プロフィール」で得られた知見

背景

第１章

The coronavirus disease (COVID-19) 
pandemic reinforced the universal need to 

protect and invest in all 
occupations engaged in 

a preparedness and 
response capacity,

in public health functions, and in the 
delivery of essential health services. 
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1背景



を活用し、国の保健上の優先事項に最善の
対応をするためにどこでどのように看護師・助
産師への投資をすべきか、多部門間での政策
対話を行うよう奨励した。

5. 2020 年は、前例のない健康上の課題と、
世界的な社会経済の混乱に見舞われた年で
もあった。COVID-19 のパンデミックは、備
えと対応、公衆衛生、必須の保健医療サー
ビスの提供に関わるすべてのエッセンシャル
ワーカーの保護と、彼らへの投資の普遍的
な必要性を高めた。今回のパンデミックや今
後のパンデミック対応での、医療従事者の
重要性は明らかである。UHC や SDGs への
看護師・助産師の貢献を最大限まで高める
ために、WHO や主要パートナーが支援する
既存の戦略と連携した、一貫したアプローチ
が求められている。

2 看護と助産のグローバル戦略の方向性 2021-2025



6. 第 73 回世界保健総会再開セッションでは、
WHO に対し、「すべての WHO 地域と協力
して『看護と助産を強化するための世界的な
戦略の方向性 2016-2020』を改訂し、加
盟国との協議を経て、第 74 回世界保健総
会での検討のため改訂版を提出する」よう要
請した（9）1。2021 年 5 月、第 74 回世界
保健総会は、決議 WHA（74.15）で「看護
と助産のグローバル戦略の方向性（SDNM）
2021–2025」を採択した。

7. 「戦略の方向性」は、教育、雇用、リーダー
シップ、サービス提供の 4 分野を網羅してい
る。それぞれの戦略の方向性は、それを達
成するために必要な 2 つから 4 つの優先的
な政策で構成されている。優先的な政策は、

「世界の看護 2020」（7）および「世界の助産」
（10）で示されたエビデンスに基づいている。
最も重要な政策を特定するために、隔年開
催される「政府の看護・助産行政責任者のた
めの WHO 世界フォーラム」や、WHO、国
際看護師協会、国際助産師連盟が主催する

「Triad」会議（11）にて、優先順位付けが検

討された。そこには、保健省、各国の看護
師・助産師協会、規制当局、看護・助産分
野の WHO 協力センター、「Nursing Now」
キャンペーンに所属する 600 人以上の看護・
助産リーダーが出席した。地域や世界各地
での協議プロセスにより、それらの優先的な
政策が裏付けられ、精錬された。 

8. これらの優先的な政策は相互に関連する。
すなわち、ある優先的な政策の課題と政策
対応は、他の優先的な政策の課題と政策対
応と呼応している。これらの関係性を、以下
の保健人材の労働市場の枠組みの図で示す

（図 1）。 

9. UHC 達成を目指して人を中心としたサービス
を提供する上で、看護師・助産師の労働力
の利用可能性、配置、能力、サービス提供
環境、パフォーマンスに影響を与える主な要
因は、保健人材の労働市場の枠組みで理解
することができる（12）。「戦略の方向性」は
簡潔にまとめられているため、裏付けとなる
エビデンスの詳細は、「世界の看護 2020」

戦略の方向性と　
優先的な政策

第２章

2021-2025 

1. 「協議用ドラフト」は、WHOの全公式言語とポルトガル語で全世界に配布され、書面、ならびに政府の看護・助産行政責任者や関係者との10回の地域およびグローバルな
協議を通じて、フィードバックを受けた。その後2021年3月に、第74回世界保健総会への提出に先立ち、加盟国との正式な協議が行われ、文書の見直しと承認が行われた。

3看護と助産のグローバル戦略の方向性 2021-2025 



および「世界の助産 2021」の報告書を参照
されたい。この 2 つの報告書の作成中また
は作成後に発表されたエビデンスは、参考
文献として追記している。 

10. 提案している実施戦略は、包括的なプロセ
スを反映している。それは、正確な国内デー
タ、データ分析に裏付けられた多部門間の政
策対話、エビデンスに基づいた適切な政策
や投資の意思決定のために、広範な連携か
ら始まるものである。本書では、各国保健
省による活動を強調しているが、各戦略の方
向性に沿った有意義な活動のためには、主
要な関係者がデータを共有し、政策対話に
参加し、協働と投資を通じて政策の実施を
進めることが不可欠である。

11. モニタリングと説明責任の枠組みは、データ・
対話・意思決定の一連の流れで構成されてい
る（付属資料 1参照）。今後の進捗報告は、
データと情報交換を目的とする既存の 2 つの
メカニズム、すなわち、「国家保健人材統計」
プラットフォーム（13）と、「Triad」会議と連
動して隔年開催される「政府の看護・助産行
政責任者のための世界フォーラム」を通じて
行われる。

12. 本書において、「看護師」「助産師」という用
語は、それぞれ 2008 年の国際標準職業分類

（14）に記載されている別個の職業グループを
指している。WHO は、看護師と助産師の職
業上の区別と業務範囲を認識し、また、多く
の国が保健サービス提供のニーズを満たすた
めに看護師と助産師を共同で教育し、規制し
ている事実を評価する。「戦略の方向性」で
は、両職種に最も関連性の高い優先課題を取
り上げている。政策レベルでの課題および対
応が異なる場合には、個別に記述している。 
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図1   保健人材の労働市場の枠組み 

出典：Sousa A, Scheffler RM, Nyoni J, Boerma T. A comprehensive health labour market framework for 
universal health coverageより引用。Bulletin of the World Health Organization. 2013; 91:892-4. 
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教育

戦略の方向性：看護師・助産師教育を受け
た者は、保健システムのニーズに見合うかそ
れ以上の、かつ国の優先的な保健課題に対
応し得る知識、コンピテンシー、姿勢を備えて
いる。

優先的な政策：保健システムやアカデミックな場に
おいて最適な役割が担えるよう、教育レベルを高め
る。

優先的な政策：保健システムの需要を満たすか上回
るよう、看護師・助産師の養成を最適化する。

優先的な政策：教育プログラムを、コンピテンシーに
基づいた、質が担保された効果的な学習デザインと
し、かつ人々の健康ニーズに沿えるように設計する。 

優先的な政策：教員が専門分野において、最適な教
授法とテクノロジーの、適切な訓練を受けているよう
にする。

雇用

戦略の方向性：看護師・助産師の雇用を持
続的に創出し、看護師・助産師を効果的に雇
用・定着させ、国際的な移動や移住を倫理的
に管理することで、医療従事者の可用性を
高める。

優先的な政策：保健人材の労働市場の視点から、看
護師・助産師の労働力の計画と予測を行う。

優先的な政策：プライマリー・ヘルスケアをはじめと
した、人々の健康維持に重要な保健サービス提供の
ために、十分な雇用を確保する。

優先的な政策：「保健人材の国際採用に関する
WHO世界実施規範」（以下、「規範」）の実施を強化
する。

優先的な政策：看護師・助産師を、最も必要とされ
る場所に集め、これを採用・定着させる。

リーダーシップ

戦略の方向性：保健・学術分野の上級職に
おける看護師・助産師の割合と権限を高
め、次世代の看護・助産リーダーを継続的
に育成する。 

優先的な政策：看護師・助産師の労働力のガバナ
ンスと管理、および保健政策への意見の反映に向
けて、上級職の地位を確立・強化する。

優先的な政策：看護師・助産師のリーダーシップ能
力開発に投資する。

サービス提供

戦略の方向性：看護師・助産師が、安全かつ
周囲に支えられている環境の中で、教育や
研修の成果を最大限に発揮する。

優先的な政策：職業規制制度を見直し、強化し、必
要に応じて規制当局の能力開発を支援する。

優先的な政策：看護師・助産師が多分野にまたがる
ヘルスケアチームのサービス提供に最大限に貢献で
きるよう、職場の方針を適応させる。

表1   戦略の方向性と優先的な政策 2021-2025の要旨 
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2.1 教育

エビデンス
13. 国の内外を問わず、看護師や助産師になるための「基礎レベル」の教育プログラムは多種

多様である。入学要件やプログラム期間が異なるだけでなく、証明書やディプロマから学士
や修士の学位に至るまで、資格のレベルは様々である（15–17）。保健分野に採用された後
は、看護師や助産師がどの教育レベルで初めて資格を取得したかに関わらず、肩書きや役割
が与えられる。助産師になるには、看護師としての基礎教育を受けるか、助産師教育プロ
グラムに直接入学するかのいずれかの方法がある。看護師・助産師の最低限の教育を学士
号レベルに統一することを求める声が高まっている（18–23）。高度な教育を受けた看護師・
助産師は、指導者、研究、教育など、保健システムの中でより広い責任を担うことができる

（17, 24）。

14. 看護・助産教育プログラムの質を確保し、有資格の教員を育成することは、依然として重
要な課題である。「世界の看護 2020」と「世界の助産 2021」の両報告書では、教育基準
と認証制度を有すると報告した国の割合は高かった。しかし多くの国の認証制度は、教育プ
ログラムの質の問題の特定や、地域の健康上の優先事項に対応でき得る保証にはつながら
ない（25–27）。例えば助産師教育では、学生が適切な臨床・出産ケアの場で十分な実習の
時間を確保できないことが、質の高い教育を妨げる要因の1つとなっている（28–30）。看
護師や助産師を教育する資格を持った教員の不足は、特に学士号以上のレベルで広く見られ
る問題である（31–33）。国際助産師連盟による 2019 ～ 2020 年の調査に回答した 70 カ
国のうち、助産師の教育者全員が「助産師の資格を持つ」と回答したのは半数以下（46％）
であった（8）。 

15. 多くの国では、保健システムの需要や人々の健康ニーズに対応できるだけの看護師・助産
師を養成していない。その要因は、適切な人数を養成する教育機関の能力が限られている
こと、政府の支出が不十分であること、入学を制限する規制があること、さらにインフラ、
教員、臨床現場に関する問題など、様々なものが考えられる。養成能力がある場合でも、
専門職に対する文化的・社会的な認識や、労働条件、給与、キャリアの道筋が魅力的でな
いことが、入学者数が十分でない原因となり得る（34–36）。また、卒業生が人々の健康ニ
ーズを満たすだけのコンピテンシーを備えていないと、その国の人材不足につながる可能性
がある。国内での養成不足を補うために、一部の国、特に高所得国では、看護職の国際的
な移動や移住に大きく依存する傾向がある（7, 37）。「世界の看護 2020」と「世界の助産
2021」は、国レベルでの教育能力、卒業生数、コスト、資金調達に関するデータの把握
が、著しく困難であると報告している。 

政策の重点分野
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16. COVID-19 への対応は、看護師・助産師教育における様々な課題をあらためて浮き彫
りにした。世界的なパンデミック対応を通じて、革新的かつ強靭性を持った効果的な看護
師・助産師教育の必要性が明らかになった。また、多職種連携や文化に配慮したケア、デ
ジタル技術の活用など、分野横断的なコンピテンシー教育の必要性も改めて強調された

（38–44）。デジタル技術を活用した教育やシミュレーションが一部で効果的に広がりつつあ
るが（45–49）、学習デザイン、アクセシビリティ、個々の状況に合わせた内容や適切な評
価、そのための教員支援に対して、より大きな投資が不可欠である。 

 
17. 優先的な政策：

  保健システムやアカデミックな場において最適な役割が担えるよう、教育レベルを高める。
  医療従事者の最適なスキルミックスと看護師・助産師教育プログラムの関連性を見直すこと

で、入学・卒業要件の変更が必要となる可能性がある。
  保健分野でのより大きな責任とキャリアアップの機会をもたらす高等教育により、看護師・

助産師の地位を高めることは重要である。ただし、教育プログラムへの門戸を広く開放し続
けるのも重要である。

  これらは、教育機関の能力や卒業生を活用する保健システムの能力と一致していなければな
らない。

18. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  保健システムやアカデミックな場で能力を十分に発揮できる人材を養成しているか、看護師・

助産師の基礎教育プログラムを評価する。
  学生の学歴をアップグレードするためのブリッジプログラムやその他の方法を検討する。そし

て、高度な教育がどのように職場での責任ある役割とそれに見合った報酬を得られるかを検
討する。

  サービス提供の現場でチームワークを発揮できる人材を養成するため、多職種連携教育の
機会を含め、入学・卒業要件の多様性を検討する。

19. 優先的な政策：
  官民の保健システムの需要を満たすか上回るよう、看護師・助産師の養成を最適化する。
  多くの国では、自国での看護師・助産師養成数増加、教員の育成促進、インフラや技術へ

の投資が必要となる。
  様々なハードやソフトの活用により、プライマリー・ヘルスケア教育の促進、学生や教員の

多様性向上、公的機関での勤務期間確保、農村や遠隔地のコミュニティでサービス提供を
担う看護師・助産師の配置と定着を促進することができる。
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20. 優先的な政策の実現に向けた取組み：
  官民の保健労働市場データを用いた分野横断的な政策対話は、看護師・助産師養成を人々

のニーズや保健システムの需要（養成人数の不足、卒業生のスキルと社会の健康ニーズとの
ミスマッチなど）に合わせた政策オプションの検討に役立つ。

  データや対話を通じて、財政的な手段（補助金、助成金）、へき地での研修、対象者を特
定した入学支援メカニズムなどが、優先的な政策に整合しているか明確になる。

21. 優先的な政策：
  教育プログラムを、コンピテンシーに基づいた、質が担保された効果的な学習デザインと

し、かつ人々の健康ニーズに沿えるように設計する。コンピテンシーに基づいた教育は、成
果重視の教育手法であり、コミュニティの特定の健康問題に対応できる可能性がある（50）。

  教育機関の認証制度は、教育機関の質を担保するメカニズムであり、教員の能力および人
数、入学要件、学生が持つべきコンピテンシーが状況に応じて改訂されたカリキュラムかど
うかなどにおいて、改善点の特定や提言をする役割も担っている（26）。

  認証制度の基準は、疾病負担の変化、保健システムの再設計、多職種連携チームによるケ
ア、災害への備え、患者の安全、テクノロジーの活用など、将来の医療行為に影響を与える
医療サービスの新たな傾向を反映すべきである。

22. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  保健医療・教育関係者が協働して、健康ニーズに合った、また人中心の多職種チームで働く

という看護師と助産師の役割に合った、教育の成果を明確にする。
  望ましいケアを提供できるよう、適切な基礎知識と、養成段階における臨地実習の機会を

確保する。質の高い教育を担保するため、官民すべての看護師・助産師教育プログラムの認
証を義務付ける。

  教育の質の問題を特定・解決するために、認証機関と協力する。
  「助産師教育強化のための行動枠組」は、質が高く持続可能な卒前卒後教育開発のガイド

ラインであり、7 段階の行動計画が記載されている（51）。
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23. 優先的な政策：
  教員が専門分野において最適な教授法とテクノロジーの、適切な訓練を受けているようにする。
  教員数を増やすと同時に質を確保するには、教育プロセスや教育方法に関する高度な研修

やコースワークが必要であり、また臨床指導者を見つけるために、臨床現場との連携が必要
となる。

  デジタル技術やインフラへの投資を増やし、へき地・遠隔地でのリモート学習、臨床シミュ
レーション、臨床指導者や学生との連携のためのデジタル技術に関する、教員の研修も必
要となる。

  教育者は、臨床でのコンピテンシーを維持するだけでなく、教育・研究スキルも開発・強化
しなければならない。

24. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  認証制度を活用して、教員の採用、定着、養成に必要な投資を判断する。
  へき地・遠隔地では、情報技術、設備、学生や教員のデジタル技術へのアクセス向上のた

めの投資が必要な場合がある。
  パフォーマンスの高い教員に対し、報奨や昇進の機会を創出する。
  大学院でリーダーシップやシステムマネジメントを指導し、臨床研究ができる教員を養成す

る必要がある。そのためにまず、大学院に入学できる看護師・助産師を増やす。これに対応
するために、ブリッジプログラム（例：学士編入等）などの活用を奨励する。

  教育者の研究能力を高めるためには、教育・研究者のネットワークや、国際的な教員交流プ
ログラムが効果的である。
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エビデンス
25. 現在の世界の看護師・助産師の人数および配置では、UHC や SDGs の目標は達成でき

ない。世界の看護職人口は 2,790 万人であり、UHC や SDGs の目標を達成するには、590
万人の看護師が不足している。その不足は、圧倒的に低所得国および低中所得国に集中し
ている（89％）。世界の看護師人口は 2030 年には 3,600 万人に増加すると予測されてい
るが、その70％は高中所得国および高所得国での増加と想定される。現在の助産師人口は
推定 190 万人であるが、同様に低所得国および低中所得国に不足が集中している。助産師
は、適切な教育、法規、その他の支援が得られれば、世界全体で必要とされるリプロダク
ティブヘルス・妊産婦・新生児・青少年への必須保健医療サービスの約 90％を満たすこと
ができる（8）。しかし、これらのサービスを提供する世界の労働力に占める助産師の割合は
10％未満であるため、助産師の雇用創出のための経済的需要を拡大する必要がある。「世
界の看護 2020」と「世界の助産 2021」の両報告書に各国から報告されたデータは、労働
力人口（ストック）の点では充実していた。しかし、看護師、助産師、看護助産師の正確な
区別や、需給見通しや保健労働市場分析に必要なデータには大きな課題が残っている。

26. 様々な分野において、国際的な労働力の移動と移住の重要性が増している。看護師の約 8
人に1人は、生まれた国や教育を受けた国以外の国で働いている。高所得国では、外国
で生まれ外国で教育を受けた看護師への依存度が、他の所得階層の国に比べて 15 倍高く
なっている。助産師についても同様の傾向がある。小島嶼開発途上国では、より資源のあ
る近隣諸国で高賃金を得ることができるため、自国での医療従事者の定着が特に困難と考
えられる（52–54）。国際的な医療従事者の移動に関連する政府間協定が増加しているが、
保健省やその他の関係者は、これらの協定の交渉や実施に体系的に関与していない（55）。
COVID-19 のパンデミックでは、看護師の需要増加と就業への障壁が緩和されたことによ
り、国際的な労働力の移動や移住が増加した可能性がある（56）。

27. 雇用と定着は、特にへき地・遠隔地、小島嶼開発途上国にとっては、ほぼ普遍的な課題
である（52, 57, 58）。状況によっては、看護師・助産師の雇用に必要な財源が限られてい
るために、あるいは看護師・助産師が他の分野で働くことを選択したために、失業と欠員の
課題が同時に発生し、安定供給が低下する（59, 60）。雇用された場合でも、看護師・助産
師は、職場の方針や規制に浸透しているジェンダーや権力の影響など、よく知られている「
プッシュ・プル」要因に直面する（34, 61, 62）。へき地や遠隔地などでの看護師・助産師
の定着には、専門職としての自主性や能力を最大限に活用できるようにするなど、多種多様

2.2 雇用政策の重点分野
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な金銭的・非金銭的インセンティブが有効であることが示されている（53, 57, 58, 63–65）。
看護師・助産師の医療現場への定着には、感染症、疾患、死亡、燃え尽き症候群、欠勤、
それに伴う医療サービス提供に影響する労働衛生と安全性の確保が重要である。COVID-19
は、その政策にギャップがあることを浮き彫りにした（66–69）。

28. 優先的な政策：
  保健人材の労働市場の視点から、看護師・助産師の労働力の計画と予測を行う。
  保健人材の労働市場の視点を用いることで、医療従事者の不足や余剰、スキルミックスや地

理的な不均衡、最適ではないパフォーマンスなどを引き起こす要因を、包括的に理解するこ
とができる。

  効果的な医療従事者政策を策定し、将来のニーズを予測・計画するためには、労働力人口
（ストック）と配置に関するデータのほか、教育（入学希望者、教員、卒業者）と雇用（欠
員、離職、移住）に関するデータが不可欠である。

  各国は通常、保健人材戦略および投資計画の策定または改定の際に、保健人材の労働市場
を分析することになっている。

29. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  主要な政策課題を認識し、その分析に必要なデータを同定するためには、保健省と看護・

助産行政責任者が主導し、教育省、財務省、労働省、社会開発省、民間セクター、NPO/
NGO との連携・協力による、多部門でのアプローチが重要である。

  各国は、保健人材の労働市場の分析と労働力管理に必要なデータを照合するために、国家
保健人材統計の導入を進めるべきである。

  労働力の計画と予測の際は、例えば、コミュニティにおける自律的な助産師の活動や、看護
師による非感染性疾患の管理を含むプライマリー・ヘルスケア・サービスの提供など、看護
師・助産師の最適な業務範囲を考慮する必要がある。

  また、保健人材の労働市場の視点を用いると、サービス提供モデル（例：助産師主導の継続
ケア）が、ケアへのアクセス、ケアの質、仕事の満足度、雇用と定着にどのような影響を与
えるか、多部門で検討することもできる。
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30. 優先的な政策：
  プライマリー・ヘルスケアをはじめとした、人々の健康維持に重要な保健サービス提供のた

めに、十分な雇用を確保する。
  人々のニーズに対応するために必要な看護師・助産師 590 万人分の追加的雇用は、ほとん

どの国において、国内財源の重点的な動員により、既存の国家財源から創出することができ
る（70）。

  低所得国および低中所得国の中には、UHC 達成に必要な看護師・助産師数を確保するだけ
の雇用機会が不十分であり、雇用創出の課題に直面している国もある。雇用能力の向上や、
労働市場の活性化が必要な国もある（71）。

  ドナー、開発パートナー、国際的な開発金融機関それぞれのコミットメントを相互に調和さ
せることにより、持続可能な開発のための 2030 アジェンダの経済的、社会的、環境的優
先事項に基づいた、持続可能で最適な財政・政策支援が可能になる（72）。

  これにより、看護師・助産師の労働力強化が可能になり、UHC やその他の保健に関する目
標を達成するための、雇用の拡大と維持も可能になる。

31. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  保健人材の労働市場と経済的実行可能性の分析を同時に行うことで、看護師・助産師への

投資を最適化し得る。
  国内財源の動員には、看護師・助産師の雇用に向けた追加予算の計上や、長期的な看護

師・助産師確保を目的とした多様で持続可能な資金調達モデルへの、民間企業の巻き込み
も含まれる。

  開発援助を受けている国々は、持続的な雇用拡大に努めつつ、保健人材戦略を支える分野
横断的な資金活用の機会をとらえたり、資金プール制度などの革新的な資金調達メカニズ
ムを導入したりする必要がある。

  雇用創出と新たな雇用機会は、公平に提供されるべきであり、保健人材の多くを占める看
護師・助産師の雇用拡大に寄与するものでなければならない。

32. 優先的な政策：
  「保健人材の国際採用に関するWHO 世界実施規範」（以下、「規範」）の実施を強化する。
  規範は、医療従事者の国際的な採用と保健システムの強化を結びつける普遍的な倫理的枠

組みとして広く認識されている。
  この規範を実施することで、UHC の達成や、健康危機管理の向上にむけて、各加盟国が互

いに競合することなくともに邁進することができる。

33. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  医療従事者の国際的な移住・移動に関連する議論では、保健省を含む保健システム関係者

の利害を考慮すべきである。
  国際的な採用に関する国同士の合意は、可能な限り保健人材の労働市場の分析に基づくも

のとし（出身国の保健システムに負の影響を与えないことを担保する）、規範のメカニズムを
通して報告されるべきである。

  今日のグローバル化した経済には、すべてのジェンダーに、働きがいのある生産的な仕事の
機会を均等に提供するための、ガバナンスと規制に関する枠組みがある（73）。
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34. 優先的な政策：
  看護師・助産師を、最も必要とされる場所に集め、これを採用・定着させる。
  誰も取り残さないため、最も必要とされている地域での、看護師・助産師の採用と定着に

関する課題と対策を同定するために、多部門間の連携が不可欠である。
  労働環境政策は、保健サービスへの公平なアクセスを高め、ジェンダー差別に対処し、看

護師・助産師の安全・安心を確保する上で、有用となり得る。
  このような政策がなければ、人道危機によるリスクなど、看護師・助産師が多大なリスクに

さらされたり、医療従事者として基本的な権利が侵害されたりする可能性があることから、
保健に関わる緊急事態の場面において特に重要である。

35. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  継続教育、法規、各種インセンティブ、公私に渡る支援など、人材定着のための政策に包括

的に取り組む（74）。
  養成された学生が出身地で勤務する、「僻地パイプライン」を検討する。
  感染・障害・死亡時の補償、有給病気休暇、労働災害保険など、法的・行政的な社会保障

を確保する。
  生活賃金に関する国の給与水準を分析し、民間企業を含めた医療従事者に対する公正で性

別を問わない報酬体系を実現する。
  より専門的な教育を受けた看護師・助産師に対し、その役割と責任にふさわしい報酬を確

保する。
  ジェンダー差別、言語的・身体的・性的なハラスメントに対するゼロ・トレランス政策を実

施する。
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エビデンス
36. 女性は、世界の医療従事者の約 70％、看護師の 89％、助産師の 93％を占めているが、

医療機関で上級職に就いている割合はわずか 25％である（61）。性別によるリーダーシップ
の格差は、固定観念、差別、不均衡なパワーバランス、既得権益によって引き起こされる

（57, 75, 76）。保健分野の女性リーダー（看護師・助産師等）の意見を取り入れれば、保
健課題の視野が広がり、女性と子どもをより重視した保健政策につながる（34, 77-80）。
看護・助産管理者の適切なリーダーシップにより、看護師・助産師の定着やサービスの質
にプラスの影響を与え、パンデミック時の精神的なストレスを軽減することができる（64, 
80–84）。意思決定レベルに女性リーダーがいなかったり、人々の健康のための保健政策に
看護師・助産師の意見が反映されなかったりすると、UHC や SDGs の実現に向けた全体の
進捗が滞る（85）。 

37. 「世界の看護 2020」にデータを報告した国の約 70％、「世界の助産 2021」にデータを
報告した国の約 50％が、それぞれ看護師・助産師の政府の行政責任者が存在すると回答
している。「世界の助産 2021」にデータを報告した国の 9％は、指導的立場にある助産師は
いないと回答している。国際看護師協会が政府の看護行政責任者を対象に行った「スナップ
ショット調査」では、戦略レベルで助言や影響を与える権限を持っている人はほとんどいない
ことがわかった（86）。報告国のうち、国が支援する看護師向け指導者育成プログラムが存
在すると回答した国は、わずか 50% であった。これは、看護師・助産師養成課程において、
リーダーシップ教育が、カリキュラムに必ずしも含まれていないことから、重要な意味を持っ
ている（79, 82, 87）。政府の看護行政責任者と国の指導者育成プログラムの両方を有する
と報告した国では、労働環境や教育に関する法規が、より強固に整備されていた。  

2.3 リーダーシップ政策の重点分野
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38. 優先的な政策：
  看護師・助産師のガバナンスとマネジメント能力を強化し、保健政策に反映させるため、上

級職の地位を確立する。
  政府の看護・助産行政責任者は、人々の健康ニーズに対応するための保健戦略を決定する

際に、他の関係者と共にリーダーシップを発揮すべきである。
  政府の看護・助産行政責任者は、看護師・助産師のガバナンスとマネジメント、データの共

有と分析、関係者を招集しての政策対話、データに基づく政策決定の主導に責任を持ち、リ
ソースを割くべきである。

 

39. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  政府の看護・助産行政責任者が、必要なリソースを持ち、政策決定ができる適切な権限を

与えられ、保健政策策定に貢献できるようにする。
  必要に応じて、政府の看護・助産行政責任者に対し、財務・管理、マネジメント、労働市

場・財政分析を用いた保健人材計画策定などの研修や、能力開発を実施する。
  保健人材データの報告、および関係者を招集してのデータ共有と政策対話の義務付けや、

そのメカニズムの確立・強化を検討する。
  地方分権化が進んでいる国では、地方レベルの保健人材管理能力強化と制度構築が必要で

ある。

  
40. 優先的な政策：

  看護師・助産師のリーダーシップ能力開発に投資する。
  看護師・助産師の養成課程に必ずしも含まれていない技術・管理・マネジメント能力強化の

プログラムを開発することで、リーダーシップを身につけることができる。
  様々な組織やリーダーによるインターンシップやメンターシッププログラムを通し、若手の看

護師・助産師は、多様なヘルスケアの課題を知り、実践や保健政策に役立つ研究例を学ぶこ
とができる。

41. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  国や地域のプログラムに確実に予算を配分する。
  性別、人種、言語、民族を超えた平等な機会や、若手の看護師・助産師、リーダーになる

機会が少なかった集団に対し、公平な機会を提供する。
  教育・研究・保健医療機関と協力して、リーダーシップ能力開発プログラムやメンターシップ

の機会を設ける。
  若手のロールモデルとなるような、人々の健康上の優先課題に貢献した看護師・助産師への

表彰制度を整備する。 

16 看護と助産のグローバル戦略の方向性 2021-2025



エビデンス

42. 看護師・助産師は、プライマリー・ヘルスケアの大部分を安全かつ効果的に提供できる
はずだが、教育や研修の成果を十分に発揮できない場合が多くみられる。看護師・助産
師の能力を十分に活用することで、健康危機発生時を含め、脆弱な人々やへき地・遠隔地
の人々の保健医療へのアクセスの格差を減らすことができる（88–91）。助産師の介入が広
く行き渡ることにより、妊産婦死亡の 67％、新生児死亡の 64％、死産の 65％を回避す
ることができる（92）。専門性の高い看護師は、ジェネラリスト（例えば、ファミリー・ナー
ス・プラクティショナー）として、またスペシャリスト（例えば、麻酔、小児保健、新生児
や高齢者のケアなど）として、幅広いサービスを安全かつ効果的に提供できることが示され
ている（93–95）。専門資格を有する看護師は、薬剤の処方や特定の検査を含め、幅広い
プライマリー・ヘルスケア・サービスや非感染症疾患のケアを効果的に提供することができ
る（96–98）。エビデンスの有無にかかわらず、他の職種との「縄張り争い」などにより、看
護師・助産師が教育で獲得したコンピテンシーを実践する際、法律や規制で意図的に制限
されることもある（99–102）。また、国の政策、疾患別の戦略（HIV など）、医療施設の
方針やプロトコールも、看護師・助産師が提供できるサービスに影響を与える可能性がある

（103）。

43. 職業規制やその法的枠組は、保健医療サービスの現場で広がる看護師・助産師の役割、
国際的な移動、データ共有の必要性を反映していないことが多い。職業規制には、看護
師・助産師登録および／または免許取得要件、各職種の業務範囲、また場合によっては登
録や免許の更新要件などがある。「世界の看護 2020」および「世界の助産 2021」の両報
告書によれば、最低限必要なコンピテンシーを評価するための免許試験がない国や、免許
の更新のための継続的なコンピテンシー開発（専門性の向上など）の証明を必要としない国
もある。多くの国では、看護師・助産師の教育・研修プログラムの内容や、実践現場での
安全性・有効性に関するエビデンスが、業務範囲に反映されていない。看護師・助産師の
国際的な移動が増えたことで、法的枠組みが異なる国や地域で活動する際、専門職として
認証を受けるまでの遅延が著しいことや、コミュニケーションや言語能力など、様々な障壁
の存在が浮き彫りになった（104–108）。遅延は、資格の確認やコンピテンシー評価に必要
な情報の不足に起因することが多い。

44. COVID-19 に対応するうえで、看護師・助産師が充分な保健医療サービスを提供するた
めの、職場環境の整備の必要性が高まった。医療従事者は、COVID-19 パンデミック対応
のなかで、過度な負担、個人防護具など必須資機材の不足、感染や死亡のリスク、隔離、
社会的差別や偏見、業務の遂行と家族のケアという二重責任など、厳しい課題に直面した

（67, 109–111）。メンタルヘルスへの悪影響も深刻である（112–114）。これらの課題は、保
健医療サービスを提供するうえでの安全性や質にも影響を与える（115, 116）。ほとんどの
国が、保健医療サービスの提供を中断せざるを得ない状況に陥った。一方で、新たなアプ

2.4 サービス提供政策の重点分野
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ローチを導入・統合するなど、革新的な取り組みを始めた国も多い（117, 118）。しかし、助
産師に看護ケアの研修を受講させたのち、COVID-19 患者へのケア提供者として再配置す
るというアプローチは、もともと脆弱であった母と新生児保健サービスの提供体制をさらに
悪化させる、という懸念につながった（119）。また、COVID-19 に対応するなかで、看護
師・助産師を対象とした能力開発や技術研修が、完全オンラインでも実施可能で効果もあ
ることが証明された（120–122）。看護師・助産師が効果的に活動するには、安全な人員配
置、他の医療従事者からの尊敬と協力、十分なリソース、効果的な患者紹介／病診連携シ
ステム、経験豊富なリーダー、組織横断的な支援、などの環境が必要である（34, 57, 64, 
123）。

 

45. 優先的な政策：
  職業規制制度を見直し、強化し、必要に応じて規制当局の能力開発を支援する。
  国民の健康維持や質の高い保健医療サービスへのアクセス向上のため、法規を整備すること

で、資格のある看護師・助産師の効率的な採用・復職を促進する。
  各国の法規を調和させ、相互承認協定を結ぶことで、関係国間の移動を促進することができ

る。
  法律や法規の見直しの際は、看護師・助産師のコンピテンシーや、保健医療サービス提供の

場での最適な役割を考慮すべきである。
  看護師の資格を持つ助産師は、周産期ケアに関するコンピテンシーを維持するために、助産

サービスを実践する十分な時間の確保が不可欠である。
  質を保証するメカニズムは、規制当局のパフォーマンスや、法規の効率性や有効性を評価・

監督する上で有用となりうる（124）。

46. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  看護師・助産師のコンピテンシーおよび保健医療サービス提供の場での最適な役割を考慮し

て、法律と法規は更新されるべきである。
  不適切な業務分担や人員配置を避けるため、看護師と助産師の業務範囲を明確に区別すべき

である。
  「保健医療サービス提供者としてふさわしい看護師・助産師であること」を認証する人材登録

システムのためには、定期的な免許更新と、コンピテンシーの維持や継続的な専門能力向上
を義務付けることが有効である。

  規制当局が、適切な継続教育や追加の研修の受講を要件に含めることで、コンピテンシーの
維持と新しいコンピテンシーの獲得を推進できる。

  各国の法規の調和や、相互承認協定の締結を検討する。これらの取り決めには、国内の保
健システムや関連機関との間で相互に運用可能な、最新の人材登録データが不可欠である。

  国によっては、規制当局の能力開発、運営管理支援、最新の情報技術の導入、各種資源等
を必要とする場合がある。
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47. 優先的な政策：
  看護師・助産師が多職種連携チームでのサービス提供に最大限に貢献できるような、労働環

境政策とする。
  労働環境政策は、ディーセント・ワークを実現し、ジェンダー・差別・パワーバランス・階層・

尊厳の問題を解決するものでなければならない。
  看護師・助産師には、健康危機、紛争、災害対応において保健医療サービスを提供するた

め、十分な資源・能力開発・装備が必要である。能力開発には、リスクアセスメント、発生
予防・減災、備え、急性期対応、復旧・復興などの分野が含まれる。

  WHO は各国に対し、医療従事者の権利、ディーセント・ワーク、労働環境を守る政策を実
施するため、すべての関係者を巻き込むよう奨励している（111）。

48. 優先的な政策を実現するための取り組み：
  COVID-19 のような健康危機に対応する看護師・助産師は、必要に応じた時間外手当や危

険手当の支給、適切な個人防護具、感染予防・管理に関する研修、患者管理、メンタルヘ
ルス支援など、包括的な労働安全対策の恩恵を受けなければならない。

  雇用者は、安全な人員配置と対応可能な業務量に配慮し、COVID-19 への感染・死亡や関
連する被害を含む、医療従事者の最新データを収集すべきである。

  このデータをもとに個々の医療従事者のリスクアセスメントを行い、リスクの高い医療従事者
を労働災害から守るために遠隔医療サービスの担当にするなどの配置換えを行うことができ
る。

  ヘルスケアチームのメンバー内における看護師・助産師の最適な数、配置、役割を明確にす
ることは、安全な人員配置につながる（126–128）。

  看護師・助産師が適切かつ安全に業務を遂行するには、僻地勤務や単独でサービスを提供
している看護師・助産師を支援する最新の情報技術の導入や効果的な患者紹介／病診連携
システムの構築、コミュニティにいる助産師が二次・三次産科医療から支援を受けられる体
制などが必要である。

  暴力やセクシャルハラスメントを容認しない、ジェンダーの課題に対応する職場環境と、家
族・家事・無報酬の介護を担う女性の不利益を是正する政策を導入する。
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49. COVID-19 パンデミックにより、熟練した
看護師・助産師の必要性が世界的に高まり、
看護師・助産師の教育、雇用、リーダーシ
ップ、サービス提供への緊急投資の必要性
が明確となった。この戦略の方向性は、世
界の看護師・助産師のエンパワメントに向け

た優先的な政策を示している。政策の実施
においては、各国が主体となって、データの
収集分析・政策対話・政策決定の各段階で、
包括的かつ分野横断的に進めることを基本
とする。 

結論

49. The impact of the COVID-19 pandemic 
has reinforced the global need for skilled 
midwives and nurses and underscored the 
urgency of investments in their education, 
jobs, leadership and service delivery 
settings. The strategic directions provide 
prioritized areas for policies to empower 

the world’s midwives and nurses. 
Implementation is based on a 
country-owned process of broad and 
intersectoral engagement for data 
reporting, policy dialogue and decision 
making on policy actions.  

Conclusion
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付属資料： 
モニタリングと説明責任の枠組み 

50. 「看護と助産のグローバル戦略の方向性
2021–2025」の実施は、次のような理論に
基づいている。保健人材の労働市場の視点か
ら国レベルの適切なデータと分析を行うため
には、幅広い関係者の参加が不可欠である。
それらは、データと分析によって明らかになっ
た重要な問題に関する多部門間の政策対話の
基礎となる。そうした政策対話によって、エビ
デンスに基づいた優先的な政策の決定や介入
が可能となる。すべての国が優先的な政策に
対する行動を起こし投資することで、世界を
戦略的方向へと前進させ、SDGs に向けた進
捗が促進される（図 A1） 

51. モニタリング：優先的な政策の実践とモニタリ
ングは、国レベルで行われる。看護師・助産
師のデータを収集し、主要課題に関する政策
対話を実施し、政策行動に関する意思決定や
介入を行った国々は、各々の優先的な政策の
実現に向け大きな進歩を遂げる。したがって、
モニタリングと説明責任の枠組みでは、これ
ら各ステップのモニタリングも重要視してい
る。実施段階における各ステップの進捗状況
は、WHO 加盟国の既存のメカニズムを通じ
て報告される。

52. 報告：それぞれの優先的な政策には、それに
対応する国家保健人材統計の指標があり、そ
れを通じて各政策に対する進捗状況を確認す
ることができる（129）。加盟国は、国家保健
人材統計プラットフォームに自国の保健人材
データを毎年報告する。WHO はそのデータ
を集計し、UHC や他の SDGs に向けた進捗
状況を分析する。国家保健人材統計の指標
とプラットフォームのメカニズムの活用により、

「世界の看護 2020」と「世界の助産 2021」
の両報告書作成に必要なデータが共有された。
各国は日常的に、国家保健人材統計のデータ
を、保健人材の労働力市場分析やその他の保
健人材需給予測・計画に利用する。 

53. 政策対話、意思決定、政策行動に関する進
捗状況は、隔年で開催される「政府の看護・
助産行政責任者のための WHO 世界フォーラ
ム」と、国際助産師連盟および国際看護師協
会との合同開催である「Triad」会議で報告さ
れる。2020 年には130 カ国以上がこれらの
会議に参加し、次回は 2022 年と 2024 年に
開催される予定である。各戦略の方向性の達
成度評価は、国家保健人材統計の集計データ
と、2022 年から 2024 年の国別報告書を組
み合わせたものを用いて、2025 年に行われ
る。表 A1～ A4 は、各政策重点分野のモニ
タリングと説明責任のアプローチの概要を示
している。
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投資
看護師・助産師に対する国内、地域、
国際的な持続的投資。

幅広い協働
各国の省庁、職業団体・組合、
民間企業の従業員、教育機関、規制機関、
国際金融機関、開発パートナー。

データ
データは照合の上国家保健人材統計に
入力され、保健人材需給予測・計画・分析に
使用される。

政策対話
保健人材の労働市場の視点からの、
重要な政策課題に関する多部門間の
政策対話。

意思決定
教育、雇用、リーダーシップ、職業規制、
労働条件に関するエビデンスに基づいた
政策。

図A1   看護と助産のための戦略の方向性2021-2025：変化の理論
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Table A1
政策の重点分野： 教育

モニタリング
の頻度

モニタリングの
メカニズム

戦略の方向性

看護師・助産師教育を受けた者は、保健システムのニーズに
見合うかそれ以上の、国の優先的な保健課題に対応し得る知識、
コンピテンシー、姿勢を備えている。

1回、2025年 国家保健人材統計のデータ
と、政府の看護・助産行政責任
者フォーラム（「Triad」会議と
同時開催）への各国代表団か
らの報告を対象とした、WHO
による分析

優先的な政策
保健システムやアカデミ
ックな場において最適
な役割が担えるよう、教
育レベルを高める。

教育プログラムを、コン
ピテンシーに基づいた、
質が担保された効果的
な学習デザインとし、か
つ人々の健康ニーズに
沿えるように設計する。

 

保健システムの需要を
満たすか上回るよう、看
護師・助産師の養成を最
適化する。

教員が専門分野におい
て、最適な教授法とテ
クノロジーの、適切な
訓練を受けているよう
にする。 

1回、2025年 国家保健人材統計のデータ
と、政府の看護・助産行政責任
者フォーラム（「Triad」会議と
同時開催）への各国代表団か
らの報告を対象とした、WHO
による分析

意思決定 （例）
看護師・助産師の基礎教
育プログラムを整備また
はアップグレードする。そ
して、周辺国との法規の
調和を図る。

看護師・助産師の基礎教
育基準を更新し、認証制
度を強化する。

保健人材の労働市場分
析をもとに、要すれば、需
要を満たすために国内の
人材養成数を増やす。.

教員に対し、適切なリ
ソースと、教育方法や
臨床技術に関する最新
の知見を得る機会を提
供する。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議各
国代表団レポート

対話 （例）
看護師・助産師を対象と
した様々な基礎教育プ
ログラムの、入学要件・
教育期間・教育基準・
授与される資格などを
見直す。.

保健システムやアカデミ
ックな場において最適な
役割が担えるよう、看護
師・助産師の基礎教育プ
ログラムの成果／コンピ
テンシーを定義する。 

看護・助産教育のデータ
報告システムを国レベル
で強化する、多部門間の
パートナーシップと調整
メカニズム。

教員の学位や免許が、看
護・助産基礎教育プログ
ラム修了者に授与される
学位や免許にふさわしい
ものであるか、教員資格
を見直す。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議各
国代表団レポート

データ （例）  指標の定義については、国家保健人材統計ハンドブックを参照。
NHWA 2-02

NHWA 3-01

NHWA 9-04 

NHWA 3-02 

NHWA 3-03

NHWA 3-04

NHWA 3-06 

NHWA 3-07

NHWA 9-04

NHWA 2-03

NHWA 2-04, 2-05

NHWA 2-07

NHWA 4-02

NHWA 9-04

NHWA 10-04

NHWA 2-05

SoWN NN-3

毎年1回、

2021年～
2025年

国家保健人材統計
プラットフォーム

協働
保健省、教育省、教育・研修機関、官民の雇用者、職業規制機関、看護師・助産師協会、認定機関。

ツールとリソース
WHO Global competency framework for universal health coverage education; Framework for action: strengthening quality midwifery 
education for UHC; WHO Digital health strategy; International Confederation of Midwives global standards for midwifery education; WHO 
Nurse educator core competencies; WHO Midwifery educator core competencies: building capacities of midwifery educators.

略語の説明：GCNMO→政府の看護・助産行政責任者、NHWA→国家保健人材統計、SoWN NN→世界の看護2020（報告書） 国家保健人材統計以外の指標。
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モニタリング
の頻度

モニタリングの
メカニズム

Table A2
政策の重点分野： 雇用

戦略の方向性

看護師・助産師の雇用を持続的に創出し、看護師・助産師を効果的
に雇用・定着させ、国際的な移動や移住を倫理的に管理することで、
医療従事者の可用性を高める。

1回、2025年 国家保健人材統計、国別報
告書、政府の看護・助産行政
責任者フォーラム（「Triad」
会議と同時開催）への各国代
表団からの報告を対象とし
た、WHOによる分析

優先的な政策
保健人材の労働市場の
視点から、看護師・助産
師の労働力の計画と予
測を行う。

プライマリー・ヘルスケ
アをはじめとした、人々
の健康維持に重要な
保健サービス提供のた
めに、十分な雇用を確
保する。

「保健人材の国際採用
に関するWHO世界実
施規範」（以下、「規範」）
の実施を強化する。

看護師・助産師を、最
も必要とされる場所に
集め、これを採用・定着
させる。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議各
国代表団レポート

意思決定 （例）
看護師・助産師に関する
戦略および投資計画策
定のため、保健人材の労
働市場を分析する。

看護師・助産師の雇用創
出のための経済的需要
を拡大する。

国別報告書の完成 必要とされる場所に看護
師・助産師を集め、採用・
定着させるため、状況に
応じた包括的な政策を
導入する。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議各
国代表団レポート

対話 （例）
保健人材の労働市場分
析に必要となる、関係者・
政策課題・データソース
を特定するため、多部門
から成る諮問グループを
任命する。

看護師・助産師の雇用創
出のため、賃金総額の影
響分析や経済的な実行
可能性分析を見直す。 

医療従事者の国際的な
移住・移動に関する、保
健省をはじめとする保健
システム関係者での二国
間協議。

看護師・助産師が最も必
要とされる地域や状況を
特定する。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議各
国代表団レポート

データ （例）  指標の定義については、国家保健人材統計ハンドブックを参照。
NHWA 9-01

NHWA 9-03

NHWA 1-01

NHWA 1-05

NHWA 7-01 

NHWA 10-05

NHWA 1-07 

NHWA 1-08

NHWA 10-02

NHWA 1-02

NHWA 6-06

NHWA 5-07

NHWA 6-01

NHWA 6-02

NHWA 8-03

毎年1回、

2021年～
2025年

国家保健人材統計
プラットフォーム

協働
保健・労働・財務・移民などの関係省庁、職業規制機関、官民の雇用者（病院を含む）、看護師・助産師協会、労働組合、採用担当者、教育・研修機関、市民社会団
体、一般市民、雇用者団体、保険基金。

ツールとリソース
WHO Global Code of Practice on the International Recruitment of Health Personnel; WHO Guideline on health workforce development, 
attraction, recruitment and retention in rural and remote areas; WHO Health labour market analysis toolkit (forthcoming). National Health 
Workforce Accounts: a handbook; United Nations Inter-Agency Task Force on Financing for Development. Financing for Sustainable 
Development Report 2020.

略語の説明：GCNMO→政府の看護・助産行政責任者、NHWA→国家保健人材統計。
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Table A3
政策の重点分野： リーダーシップ

モニタリング
の頻度

モニタリングの
メカニズム

戦略の方向性

保健・学術分野の上級職における看護師・助産師の割合と権限を
高め、次世代の看護・助産リーダーを継続的に育成する。

1回、2025年 国家保健人材統計と、政府の
看護・助産行政責任者フォー
ラム（「Triad」会議と同時開
催）への各国代表団からの報
告とを対象とした、WHOによ
る分析

優先的な政策
看護師・助産師の労働力のガバナンスと管理、およ
び保健政策への意見の反映に向けて、上級職の地位
を確立・強化する。

看護師と助産師のリーダーシップ能力開発に投資
する。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議各
国代表団レポート

意思決定 （例）
政府の看護・助産行政責任者、看護行政責任者また
は助産行政責任者の地位を確立し、能力強化の機会
を確保する。.

看護師・助産師向けのリーダーシップ研修とキャリア
開発プログラムを公式に確立し、持続的に支援する。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議の各
国代表団のレポート

対話 （例）
保健人材計画の策定と運用、データの報告と活用、
労働市場・財政分析における役割と責任を明確に
する。

リーダーシップ能力開発やメンターシップの機会を設
けるために、職能団体や保健医療機関との話し合い。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議の各
国代表団のレポート

データ （例）  指標の定義については、国家保健人材統計ハンドブックを参照。
NHWA 1-04

NHWA 9-01

NHWA 9-02

SoWN NN-4

SoWN NN-5

SoWN NN-6

毎年1回、

2021年～
2025年

国家保健人材統計
プラットフォーム

協働
保健省、政府の看護・助産行政責任者、看護師・助産師協会、官民の雇用者、保健医療機関。

ツールとリソース
WHO Roles and responsibilities of government chief nursing and midwifery officers: capacity-building manual.

略語の説明：GCNMO→政府の看護・助産行政責任者、GCNO：政府の看護行政責任者、GCMO→政府の助産行政責任者、NHWA→国家保健人材統計、SoWN 
NN→世界の看護2020（報告書）国家保健人材統計以外の指標。
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表 A4
政策の重点分野： サービス提供

モニタリング
の頻度

モニタリングの
メカニズム

戦略の方向性

看護師と助産師は、安全かつ支援的なサービス提供環境の中で、　
教育と研修の成果を最大限に発揮する。

1回、2025年 国家保健人材統計と、政府の
看護・助産行政責任者フォー
ラム（「Triad」会議と同時開
催）への各国代表団からの報
告とを対象とした、WHOによ
る分析

優先的な政策
職業規制制度を見直し、強化し、必要に応じて規制
当局の能力開発を支援する。

看護師と助産師が学際的なヘルスケアチームのサ
ービス提供に最大限に貢献できるよう、職場の方針
を適応させる。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議の各
国代表団のレポート

意思決定 （例）
看護師・助産師が教育や研修の成果を十分に発揮で
きるよう、法律と法規を更新し、調和を図る。.

保健人材適正配置のための業務量に関する指標
（WISN）を分析するワーキンググループの設置。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議の各
国代表団のレポート

対話（例）)

継続的な専門能力向上の義務づけを含む、免許更新
頻度とプロセスの見直し。

看護師・助産師が最適なケアを提供するには、どのよ
うな保健システムの構造、保健医療施設の人員配置、
労働環境政策が必要かを議論する。

2022年

2024年

政府の看護・助産行政責任者
フォーラム／「Triad」会議の各
国代表団のレポート

データ（例） 指標の定義については、国家保健人材統計ハンドブックを参照。
NHWA 3-08

NHWA 3-09

NHWA 8-06

SoWN NN-1

SoWN NN-2

NHWA 6-03

NHWA 6-04

NHWA 6-05

NHWA 6-07

NHWA 6-08

NHWA 6-09

NHWA 6-10

NHWA 9-05

毎年1回、

2021年～
2025年

国家保健人材統計
プラットフォーム

協働
保健省、政府の看護・助産行政責任者、看護師・助産師協会、官民の雇用者、保健医療機関。

ツールとリソース
WHO Patient safety charter of 2020; International Labour Organization Agenda for Decent Work, Health workforce 
policy and management in the context of the COVID-19 pandemic response: Interim guidance. Global Patient Safety 
Action Plan 2021-2030: towards eliminating avoidable harm in health care. Working Draft for Consultation. WHO Digital 
health Strategy.

略語の説明：GCNMO→政府の看護・助産行政責任者、NHWA→国家保健人材統計、SoWN NN→世界の看護2020（報告書）国家保健人材統計以外の
指標。
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「看護と助産のグローバル戦略の方向性 2021–2025」は、国立研究開発法人 国立国際医療研究
センター 国際医療協力局による仮訳である。仮訳には、国立国際医療研究センター国際医療協力
局事業費および国際医療研究開発費 21A03　低中所得国における医療従事者の経年別実践能力
の評価に関する研究（研究責任者　田村豊光）を用いた。なお翻訳は、多職種にわたる有志の国
際医療協力局員によって行われた。
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